
平成２４年１０月 

大阪市財政の現状と見通し 

大阪市 
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 起債運営のコンセプト① 
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■市場との対話を重視した起債運営 

24年度より全年限において主幹事方式を採用 

23年度まで 

5年債 引合＇入札（方式 

10年債 引合＇入札（方式 

超長期債 主幹事方式 

24年度 

主幹事方式 

主幹事方式 

主幹事方式 

変更 

Ⅰ 大阪市の起債運営 



 起債運営のコンセプト② 
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起債テーマ①  
「発行価格の信頼性向上」     

起債テーマ② 

 「投資家層の拡大」     

 
 より多くの投資家に購入を検討していただけるよう、 
 
   事前の発行概要アナウンスを早期に行う。 
 
 
    → 発行月の前々月の月末までに、条件決定日、 
 
         払込日、償還日、主幹事を公表 
 
 
個別訪問IRの充実 

 
    → 発行月の前月に、起債に向けた個別訪問IRを 
 
         丹念に行い、大阪市財政の健全性をアピール 
 
         することで、より多くの投資家の参加を目指す。 
 

 
 幅広い投資家との対話を踏まえた実需に基づく 
 
  条件決定を行うことで発行条件の信頼性を高める。 
 
 
 主幹事方式の特徴である 
 
  「均一価格＇発行条件（での投資家向け販売」 
 
  を徹底し、投資家に安心して発行価格で購入して 
 
  いただける起債運営を行う。 
 
⇒ 以上の2点を徹底することで、 
 
  投資家が本市債を発行条件で購入された後、  
 
  流通市場でも適切に価格が形成され、  
 
  安心して継続保有や売買ができることにより、 
 
  投資家の満足度を高めていく。 
   
    

 上記起債テーマに基づいた投資家重視の起債運営を一貫して行うことで、安定的な 
 調達基盤の構築を図る。 

Ⅰ 大阪市の起債運営 



 11月発行 5年債・10年債 
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24年度より、5年債・10年債において主幹事方式を導入!! 

今後のスケジュール＇予定（ 

主幹事：＇   5年債（三菱UFJモルガン・スタンレー証券、大和証券、野村證券 

       ＇10年債（三菱UFJモルガン・スタンレー証券、みずほ証券、東海東京証券 
1月発行 5年債・10年債 

平成24年度 大阪市 全国型市場公募地方債 発行計画 

※ 発行月及び発行額は今後の状況変化により変更される可能性があります。 

発行概要 

5年債 10年債 

発行額 100億円 100億円 

条件決定日 2012年11月  9日（金） 2012年11月  9日（金） 
払込日 2012年11月20日＇火（ 2012年11月20日＇火（ 

償還日 2017年11月20日＇月（ 2022年11月18日＇金（ 

主幹事 

     三菱UFJモルガン・スタンレー証券 

     大和証券 

     野村證券 

    三菱UFJモルガン・スタンレー証券 

    みずほ証券 

    東海東京証券 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

個別市場公募 1,100 

5年債 400 100 100 100 100 

10年債 400 100 100 100 100 

超長期債 300 300 

フレックス枠 
＇年限・発行方式未定（ 

500 
(10年債) 

50 450 

共同発行債 800 50 40 50 50 100 100 90 90 130 100 

平成24年10月1日現在 （単位：億円（ 

Ⅰ 大阪市の起債運営 



 24年度の発行実績（5月債、9月債） 

  5年債 10年債 

条件決定日 平成24年5月18日 平成24年5月11日 

発行額 100億円 100億円 

表面利率＇％（ 0.326 0.955 

発行価額  100円00銭  100円00銭 

応募者利回り＇％（ 0.326 0.955 

申込期日 平成24年5月18日 平成24年5月11日 

発行日 平成24年5月29日 平成24年5月22日 

償還日 平成29年5月29日 平成34年5月20日 

5月債 

9月債 

  5年債 10年債 

条件決定日 平成24年9月7日 平成24年9月7日 

発行額 100億円 150億円 

表面利率＇％（ 0.302 0.869 

発行価額 100円00銭  100円00銭  

応募者利回り＇％（ 0.302 0.869 

申込期日 平成24年9月7日 平成24年9月7日 

発行日 平成24年9月19日 平成24年9月19日 

償還日 平成29年9月19日 平成34年9月16日 

 これまで大阪市債を購入対象外としていた

複数の新規投資家の需要を獲得 

 10年債については、発行額を大きく上回る

需要により発行額が 

     100億円       150億円 

Ⅰ 大阪市の起債運営 6 

 全年限での主幹事方式採用後、初の10年債、

5年債の起債 

 投資家との丁寧な対話を踏まえた条件決定を

行い、市場重視の姿勢を徹底 



 大阪市の概要① 
 ～最近の人口・地価の推移～ 

面積 223.00ｋ㎡ ＇H23全国都道府県市区町村別面積調（ 

人口 266万5,314人 ＇H22国勢調査（ 

世帯数 131万1,523世帯 ＇H22国勢調査（ 

市内総生産＇名目（ 19兆6,532億円 ＇H21大阪市民経済計算（ 

市民所得   8兆74億円 ＇H21大阪市民経済計算（ 

事業所数 20万9,636事業所 ＇H21経済センサス基礎調査（ 

従業者数 245万4,646事業所 ＇H21経済センサス基礎調査（ 

市域中心部の人口増加が顕著！=人口の都心回帰 

最近の人口の推移 

大阪市の人口推移＇夜間入口（ 

資料：平成22年国勢調査 

増加 

＇千人（ 
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住宅地 商業地 全用途平均

平成20年9月のリーマンショックを契機とする景気低迷の長期化に
より、下落傾向が続いていたが、23年度以降、下落率は縮小傾向 

最近の地価の推移 

大阪市の地価公示における用途別の平均変動率の推移 

資料：平成24年地価公示 
Ⅱ 大阪市の概要 



 大阪市の概要② 
 ～市内総生産・経済活動の規模～ 
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資料：大阪の経済2012年版 

19兆6,532億円＇平成21年度、名目（ 

市内総生産 

香港、シンガポールと同規模 

その他の 

地域 

84.1% その他 

近畿 

8.4% 

大阪府 

＇大阪市を除く（ 

3.4% 大阪市 

4.1% 近畿圏 

15.9% 

国内総生産 

474兆402億円＇H21（ 

大阪市の市内総生産は国内総生産の約４%を占めています。 
また、国内総生産の約16%に相当する近畿圏＇2府4県（の 
 域内総生産のうち、約1/4を大阪市が占めています。 

大阪市 

21.4% 

大阪府

＇大阪市

を除く（ 

24.2% 

その他 

近畿 

54.4% 

事業所数＇民営（＜H21＞ 

大阪市 

24.8% 

大阪府＇大阪

市を除く（ 

23.9% 

その他 近畿 

51.3% 

従業者数＇民営（＜H21＞ 

大阪市 

47.0% 

大阪府 

＇大阪市

を除く（ 

16.0% 

その他 

近畿 

37.0% 

大企業数＜H21＞ 

資料：大阪の経済2012年版 

経済活動の規模＇近畿圏内シェア（ 

Ⅱ 大阪市の概要 
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先端企業、研究機関の集積 
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優れた都市基盤 

豊富な歴史・文化資源 

 活発な経済活動 
 （大阪市の高いポテンシャル） 

Ⅱ 大阪市の概要 

市内総生産＇一人あたり（は 

政令市の中で最も多く＇7,380千円/人（、 

経済活動が集中している。 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

大阪市 横浜市 名古屋市 京都市 神戸市

千円
市内総生産＇名目（＇平成21年度（＇一人あたり（
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 市税収入の推移 

 市税収入の直近10年間の状況を見ると、期間前半の景気拡大や平成19年度の国からの税源移譲、 

平成20年秋のリーマンショックなどにより、各年度で増減がありますが、10年間の平均では、概ね 

6,000億円台半ば程度の規模となっています。 

10 
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年度 

市税収入の推移 

個人市民税 法人市民税 固定資産税・都市計画税 その他の税 市税・計 

Ⅲ 財政の現状 



 市税総額と税目別構成比 

  市税総額は6,066億円で、政令市の中で2番目の規模となっています。 

 税目別構成比は、大阪市の個人市民税の市税総額に占める割合は、政令市の中でもっとも低く、 
法人市民税の市税総額に占める割合はもっとも高くなっています。   
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※大阪市は、＇当初＋７月補正（予算において算出した構成比 
※大阪市は、＇当初＋７月補正（の予算額 
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 生活保護制度の抜本的改革① 

 生活保護は、そもそも国民の最低限度の生活の保障として国の責任において実施 されるべきものです。 
 
  人件費を含めた全額国庫負担による財政措置を講じるよう国へ要望しています。   

生活保護財政負担のしくみ 

扶助費 
国庫負担 3/4 

地方負担 1/4 

人件費 

事務費 
地方負担 4/4 

12 Ⅲ 財政の現状 

3,404 
3,595 3,688 3,741 3,847 3,952 

4,350 

4,877 
5,031 5,066 

2,028 
2,151 2,251 2,312 2,324 2,382 

2,714 
2,910 2,978 2,970 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

5,500 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23見込 H24予 

億円 

年度 

扶助費 

うち生活保護費 

※H24予は当初＋７月補正 

扶助費と生活保護費の推移＇一般会計（ 



 生活保護制度の抜本的改革② 

 生活保護受給者が増え続けるなか、生活保護の適正化に向け、平成24年度においても、不正受給や医療
扶助の適正化に向け徹底した対策、集中的かつ強力な就労支援の取組みを行うこととしています。 

適正化に向けた主な取組み＇平成24年度（ 

「適正実施の取組み強化」 

   ・区における生活保護適正化に向けた体制の構築 

      ２区⇒全２４区 

   ・適正化推進チーム強化事業 

      悪質な不正受給対策の継続実施 

      電子レセプトの活用による点検強化 

      医療機関に対する重点的調査 

「就労自立支援」 

   ・総合就職サポート事業＇就労定着支援を強化（ 

      5,440人の就労 

   ・高校就学支援員派遣事業 

       ５区⇒全２４区 
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 財務リスクに係る取組・処理状況 
 （平成24年3月末見込み） 

  

・リスク内容がほぼ確定している阿倍野再開発事業・此花西部臨海地区土地区画整理事業・道路公社・ 

 WTC・土地開発公社については、今後の財政収支概算＇粗い試算（に織り込んでいます。 

・その他については、現時点でリスク内容が確定していないことなどにより、織込んでいません。 

・今後処理方針が明らかになり一般会計に影響を及ぼす場合には、その段階で織込むこととしています。 

ビッグステップ

此花西部臨海地区
土地区画整理事業

道路公社

■計画的に処理又は健全化に向けた取組みを進めている事業

引継ぎ時＇平成43年度（残債務額38億円に圧縮を目標
＇資金投入等を行わない場合、393億円（

土地開発公社

収支不足総額
＇平成47年度まで（

109億円

平成20年度に売却 売却益：41億円ソーラ新大阪２１

■処理を終えた事業

売却益：110億円

損失補償額：424億円

平成20年度に売却

平成22年度に解散

債権放棄額：43億円

債権放棄額：175億円

CIT事業にかかる貸付金
処理＇平成20年度（

平成19年度に売却 売却益：70億円

収支不足総額
＇平成75年度まで（

1,810億円

WTC
＇大阪ワールドトレードセンター

ビルディング（

キッズパーク

阿倍野再開発事業

平成21年度に損失補償を
履行

14 

■抜本的対策に取り組んでいる事業

一般会計所管

資金不足額

＇83億円（

バス事業

中央卸売市場事業

オーク２００

金融機関借入金

借入金＋敷金 ＇281億円（

178億円＇平成23年度末（

資金不足比率

＇51億円（

資金不足額

137.5%

40.4%

＇90億円（

金融機関借入金

＇271億円（

借入金＋敷金 ＇690億円（

＇54億円（

金融機関借入金

オスカードリーム

クリスタ長堀

国民健康保険事業

MDC
＇湊町開発センター（

ATC＇アジア太平洋
トレードセンター（

政令会計所管

公営・準公営企業会計所管

資金不足比率

累積赤字

Ⅲ 財政の現状 



実質赤字 連結実質 実質公債 将来負担

比　　率 赤字比率 費 比 率 比　　率

(注1)

(注2) 健全化判断比率の上段(　　)は昨年度数値

実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は「－」と表記している

20% 30% 35% －

(220.6%)
199.9%

11.25% 16.25% 25% 400%

＇10.2%（
10.0%

早期健全化

基準

財政再生

基準

健全化判断
比率

＇－（
－

＇－（
－

平成23年度決算に基づく健全化判断比率

 財政健全化法における４指標 

 平成２３年度決算に基づく財政健全化法における健全化判断比率(４指標)は、 
すべて「早期健全化基準」を下回るとともに、昨年度より改善しており、健全な財政運営に努めています。 

資金不足が生じている会計

特別会計 資金不足比率 取組状況

自動車運送
事業会計

(　―　)

6.7%

23年度は退職者の増に伴う退職手当の増により資金不足が
生じたが、事業の民営化の検討を行うとともに、給与の減額
や路線再編など経営改善に取り組んでいる。

中央卸売市場
事業会計

(146.7%)

106.3%

市場＇本場（の整備に伴う起債償還の負担により、資金不足

(不良債務)が発生していることから、資本費平準化債を活用
するとともに一層の経営改善により着実に不良債務の解消を
図り、平成28年度には経営健全化基準を下回る見通し。

経営健全化基準 20.0%

(注3)資金不足比率の上段(　　)は昨年度数値

平成23年度決算に基づく資金不足比率
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 健全化判断比率 
 (実質収支額・連結実質収支額) 

 実質収支額が赤字となっている会計があるものの、地下鉄事業や水道事業など公営企業の資金収支
は大幅黒字であり、連結ベースで堅調な財政状況となっており、平成23年度は492億円の資金剰余と
なっています。 

決算に基づく各会計の実質収支額・資金剰余＇不足（額 

＇百万円（

平成23年度決算 平成22年度決算

自動車運送事業会計 △ 857 577

高速鉄道事業会計 18,156 45,007

水道事業会計 29,332 29,399

工業用水道事業会計 4,277 4,072

市民病院事業会計 3,691 900

中央卸売市場事業会計 △ 6,606 △ 9,218

下水道事業会計 17,060 15,492

港営事業会計 0 0

食肉市場事業会計 0 0

市街地再開発事業会計 0 0

49,220 62,865連　　結　　実　　質　　収　　支　　額

実質収支額・資金剰余＇不足（額
会　　計　　名会　計　区　分

公営企業会計

＇百万円（

平成23年度決算 平成22年度決算

一般会計 453 408

土地先行取得事業会計 0 0

母子寡婦福祉貸付資金会計 0 0

心身障害者扶養共済事業会計 0 0

公債費会計 0 0

453 408

駐車場事業会計 14 48

有料道路事業会計 3 21

国民健康保険事業会計 △ 17,816 △ 25,198

介護保険事業会計 571 436

後期高齢者医療事業会計 943 885

実　　質　　収　　支　　額

一般会計等以外の特

別会計のうち

公営企業に係る特別

会計以外の会計

実質収支額・資金剰余＇不足（額
会　計　区　分 会　　計　　名

一般会計等
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健全化判断比率（実質公債費比率） 

17 

11.8% 

10.7% 

10.4% 

10.2% 

10.0% 

9.5% 

10.0% 

10.5% 

11.0% 

11.5% 

12.0% 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

 実質公債費比率は、早期健全化基準＇25％（を大きく下回っています。 

 これは市政改革の取組として、地方債発行を抑制したことに伴い、地方債残高が減尐していることによ
るものです。こうした取組により、実質公債費比率は着実に改善しています。 

Ⅲ 財政の現状 



健全化判断比率（将来負担比率) 

 将来負担比率は、早期健全化基準＇400％（を下回っています。  

 これは地方債の発行を抑制したことに伴う地方債残高の減尐や、職員数の削減による退職手当負
担見込額の減などによるものです。 

市政改革の取組により、将来負担比率は着実に改善しています。 

18 

263.8% 

245.7% 

238.7% 
220.6% 

199.9% 

150.0% 

200.0% 

250.0% 

300.0% 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

Ⅲ 財政の現状 



 市債残高の推移 

 近年、臨時財政対策債の多額の発行があるものの、公共事業費を減尐させることによって、市債の 
新規発行額を極力抑制してきました。 

 平成23年度末の市債残高は、全会計では７年連続の減となり、平成12年度以来、11年振りに５兆円を 
下回りました。 

38,053

41,041

45,133
47,588

49,807
51,804

53,476
54,762 55,196 55,022 54,253

53,058 52,122 51,344 50,624 49,993 49,417

14,992
17,131

19,397
21,410

23,120
24,853

26,650
27,979 28,693 29,124 28,318 28,170 28,087 28,052 28,135 28,278 28,417

157 524 1,135 1,576 1,906 2,179 2,413 2,629 2,977 3,847 4,667 5,488

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24予

億円

年度

市債残高の推移＇一般会計・全会計・臨時財政対策債（

全会計

一般会計

臨時財政対策債

※H24予は当初＋７月補正 
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 市債発行額と公共事業費の縮減 

 近年、臨時財政対策債の多額の発行があるものの、公共事業費を減尐させることによって、市債の新規
発行額を極力抑制してきました。 

2,647 2,695 2,777
2,495

2,205 2,090 2,034
1,695 1,680 1,493

1,023 1,042 1,114 1,140

541 773 518

157 367

611
441

338

302 273 256

398

911

861

862

4,950
4,682

4,437
4,189

3,855 3,841

3,129

2,315

2,018
1,890

1,508 1,527
1,209

1,195

911

964

965

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24予

億円

年度

最近の市債発行額と公共事業費の推移＇一般会計（

臨時財政対策債

除く臨時財政対策債

公共事業費

※H24予は当初＋７月補正 
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28,665 28,234 
27,523 27,000 26,551 26,107 

25,502
24,856 24,488 24,127

22,550 
21,608 

20,427 
19,442 

18,614 
17,846 

16,978
16,250 15,927 15,663

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

年度末残高

年度末残高＇除く臨時財政対策債（

＇億 一般会計市債残高の推移

年度

 市債残高の将来推移 

 市債残高＇全会計（は平成１６年度をピークに、平成２４年度には８年連続で減尐する見込みであり、 
一般会計についても今後減尐していく見込みです。 

 なお、臨時財政対策債を除く市債残高＇一般会計（は平成２８年度末に２兆円を切る見込みです。 

(平成24年2月版「今後の財政収支概算＇粗い試算)」（ 

※ 臨時財政対策債は、地方全体の財源不足に対処するため、特例的に発行する地方債。 

   償還に要する費用は後年度の地方交付税算定における基準財政需要額に全額算入されるため、他の地方債とは性質が異なる。 
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 公債償還基金の残高 

18
112

323
667

1,122

1,677

2,278

2,640 2,688 2,546

2,462 2,512

2,646 2,736

3,112
3,580

4,220

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24予

億円 公債償還基金残高の推移 (一般会計・満期一括分)

 市債の満期一括償還に備え、ルール通り公債償還基金へ確実に積み立てており、償還財源が確保され
ています。 

 この積立金からの借入れは行わず、公債償還基金に頼らない財政運営をしています。 

年度 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24予

積 立 額 15 94 211 344 455 555 669 730 726 685 696 756 852 919 1,021 1,063 1,191

取 崩 額 － － － － － － 68 368 678 827 791 706 718 829 644 595 552

残 高 18 112 323 667 1,122 1,677 2,278 2,640 2,688 2,546 2,462 2,512 2,646 2,736 3,112 3,580 4,220

＇億円（ 

※H24予は当初＋７月補正 

年度 
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 歳入確保の取組 

収納率の推移 

 未利用地の売却については、平成19年度に「大阪市未利用地活用方針」を策定し、平成23年度までに
973億円＇一般会計（を売却しました。 

 今後も、可能な限り売却に取り組み、平成24年度254億円、平成25年度150億円、平成26年度150億円の
売却を目指します。 

113億円

235億円

116億円
144億円

123億円

242億円
254億円

150億円 150億円

0

100

200

300

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24目標 H25目標 H26目標

億円

未利用地売却の状況(一般会計)
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今後、府市統合本部や改革プロジェクトチームでの検討を踏まえ、 

 補てん財源に依存せず、収入の範囲内で予算を組むことを目指し、 

 持続可能な財政構造の構築を図ります。 

 今後の財政収支概算（粗い試算） 
 ＜一般会計＞(平成24年2月版) 

 平成26年度に最大の収支不足が見込まれるなど、ここ10年は約500億円の通常収支不足が見込まれま
す。 

407

527

381

502

424
410

432

179

563

469

572

535

0

100

200

300

400

500

600

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

＇億円（ 

通常収支不足額の推移＇一般会計（ 

通常収支とは、補てん財源
＇不用地売却代、都市整備
事業 基金＇ 除く特 定財源
分（、公債償還基金＇剰余
分（、退職手当債（を活用し
ない収支を意味する。 

 

＇参考（ 補てん財源の状況 

・不用地売却代 
840億円＇25〜30年度（ 

・都市整備事業基金＇除く特定財源分（ 

1,060億円＇23年度末残高見込（ 

・公債償還基金＇剰余分（ 
108億円＇23年度末残高見込（ 
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 市政運営の基本方針 

 いわゆる既得権を見直し、真に必要としている方々へ真に必要なサービスを届けるために、 

『グレート・リセット』を行います。 
 大阪にふさわしい文化・産業が育まれる基礎をつくり、魅力にあふれた活力あるまちを将来世代に引き継ぐ

ため、『大阪の再生』に取り組みます。 

 

府・市一体の取組み 
「大阪にふさわしい自治の仕組みづくり」、 

大阪発の新たな大都市制度の実現 

政策の転換 
「現役世代への重点的な投資」により、大阪の活力を取り戻す 

「現状を打ち破る取組み」の推進 

市政改革 
「ニア・イズ・ベター」を徹底 

聖域なきゼロベースの見直し、抜本的な改革の推進 

財政健全化 
補てん財源に依存することなく、「収入の範囲内で予算を組む」ことを原則とする 

など、財政健全化に向けた取組みを着実かつ積極的に進める 

『大阪の再生』に向けた市政の『グレート・リセット』 
25 Ⅳ 今後の見通しと取組 【出典：「平成24年度補正予算案について」（24年6月29日）】 



 府・市一体の取り組み① 

 府市統合本部において、広域自治体と基礎自治体の役割分担を整理し、大阪にふさわしい大都市制度の
実現に向けた取り組みを推進します。 

当面のロードマップ 

H23年12月～H24年3月 H24年4月～H24年夏頃 H24年秋頃～ 法改正実現後＇～H27年度頃（ 

広
域
行
政 

大
都
市
制
度 

大阪にふさわしい 

大都市制度推進協議会 

 府市が共同で、大都市制度に関する検討の主体である協議会を設置＇知事・市長・府市の議員が参画（ 

 平成24年4月以降、月1～2回のペースで協議会を開催し、制度設計の協議を進めます。 

 ⇒大阪から国に対して具体的な制度提案を行い、新たな大都市制度の構築に必要な法整備等につなげます。 

12月 府市統合本部設置 

 順次PT・TFを設置 

 現状分析、課題 

整理、具体的検討 

議
会
で 

改
革
案
を
議
論 

基本的 

方向性案を 

取りまとめ 

＇6月（ 

議論を 

反映 

順
次
最
終
案 

提
示 

実施可能なものから改革 
新
た
な
大
都
市
制
度 

 協議会の準備 

 国との本格協議を 

スタート 

協
議
会
設
置 

4月 

大阪から具体的な制度提案 

国への働きかけ強化 

地方制度調査会 答申へ 

法改正の実現 

具
体
的
な 

計
画
案
提
示 

住
民
投
票 
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 府・市一体の取り組み② 

 広域行政・二重行政の一元化に向け、経営形態の見直し項目、類似・重複する行政サービスの見直し項目

の基本的方向性を取りまとめ、現行制度に捉われず最適化を追求していきます。 

 経営形態の見直し・組織統合までの間も、可能な改革を順次実施し、事業の効率化を図ります。 

 24年度は、将来の経営形態の変更等による事業費削減の実現に向けて、実施検討体制を整備し、

課題の解決等の移行準備に取りみます。 

事務事業の再編 ＇その他の項目（ 
府市カウンターパート間の自律的マネジメン
トにより、事業統合や事務の共同化などを 

順次実施 

基本的方向性の取りまとめ 

経営形態の見直し 
＇A項目 : 12事業（ 

 地下鉄 上下一体での民営化 

 バス 路線譲渡及び管理委託拡大による 

 民営化 

 病院 非公務員型の地方独立行政法人に 

 よる一体的運営 

 消防 消防学校の統合、水平連携の強化 

など 

類似・重複する行政サービスの見直し 
＇B項目 : 22事業（ 

 信用保証協会 市協会を府協会へ吸収合併 

 府立産業技術総合研究所×市立工業研究所 

地方独立行政法人同士の統合 

 府立公衆衛生研究所×市立環境科学研究所 

新たに地方独立行政法人を共同設置 

など 
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 市政改革の取組み状況 

ムダを徹底的に排除し、成果を意識した行財政運営 

サービス内容を供給側でなく受け手側＇住民（の選択に 成果を重視 

歳入の確保 

未収金対策の強化 

市債権回収対策室の設置 

団体への補助金等の見直し 

大フィル・文楽協会運営補助の見直し 

施策・事業のゼロベースの見直し 

＇平成24年度▲31億円、25年度 

▲137億円、26年度▲226億円（ 

公共事業の見直し 

建設から維持管理への重点化 

外郭団体の改革 

随意契約の徹底した見直し 

団体の必要性の精査 

府と整合性のとれた 

人事・給与制度の構築 

給与カットの実施 

▲154億円＇全会計ベース（（ 

現役世代に重点投資 
＇こども、教育、雇用（ 

財政の健全化 

施策・事業のゼロベースの主な見直し 

3年間の削減効果見込額 

394億円 

 敬老パス  利用者負担：年3,000円、利用に応じた負担1回50円 

 上下水道料金福祉措置の廃止  

 屋内プール管理運営＇現行24館（  財源配分基準：9館分 

                                                                                           など 
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 高い格付けの維持 
 （地方自治体最上位、国債と同格） 

スタンダード＆プアーズ＇20段階評価の上から4番目（ 
 ＇格付定義（ＡＡ格は、債務を履行する能力は非常に高く、最上位の格付         

け「ＡＡＡ」との差は小さい 
ＡＡ- 

ムーディーズ＇自国通貨建（＇21段階評価の上から4番目（ 
 ＇格付定義（Ａａ格は、信用力が高く、信用リスクが極めて低いと判断され         

る債務に対する格付け 
Ａａ3 

 「大阪市は広範かつ多様な経済活動により税収基盤が支えられている。企業業績に回復の兆しがが

みられることから市税収入にも好影響が見込まれる。」ことや、「高齢化の進行や制度的な制約により

経常経費を抑制しにくいため、今後、財政の柔軟性は低下するとみられるが、人件費削減、投資抑

制、市の事業や外郭団体の整理、徴税率向上などの取り組みを継続することによって、一定の柔軟

性は確保できるとみている。」との評価をいただいています。 

 なお、「大阪市の債務負担は、債務負担は政令指定都市のなかでは平均的な水準にあるといえ、国

際比較では非常に重い。市の事業や外郭団体の整理に伴う市の負担も顕在化しつつあり、こうした負

担は格付けに織り込まれている。」とされています。 

 現在の格付けは、「今後も引き続き債務削減が進むことや、次期行財政改革計画においても強力な

財政健全化が図られることが前提」であり、本市としても高い格付を維持するべく努めてまいります。 
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市税
6,006億円

36.4%

国・府支出金
3,941億円

23.7%

公債収入
1,380億円

8.3%
譲与税・交付金
619億円 3.7%

地方交付税
520億円 3.1%

地方特例交付金
19億円 0.1%

その他
4,107億円

24.7%

人件費
2,197億円

13.2%

扶助費
5,066億円

30.4%

公債費
2,358億円

14.2%

経常的施策
経費及び管

理費
1,390億円

8.3%

特別会計繰
出金等

2,772億円
16.7%

投資的経費
2,869億円

17.2%

 資料1 予算規模（一般会計） 

(歳 入)  1兆6,652億円  (歳 出) 1兆6,652億円 

 平成24年度一般会計(当初＋７月補正)の予算規模は、１兆6,652億円 

 職員数の削減や給料月額のカット率拡大により人件費を削減するほか、施策・事業の見直しや 

   補助金等の見直しなど「市政改革の取組み」を反映する一方、「現役世代への重点的な投資」と 

   して、乳幼児医療費助成制度の拡充や待機児童解消の取組み、中学校普通教室への空調機等 

   の設置、中学校給食の実施等の教育環境の整備などを計上   

単位：億円 

＇構成比：％（ 

＇※（その他は、 

繰入金 

使用料・手数料 

諸収入等 

単位：億円 

＇構成比：％（ 

31 Ⅲ 財政の現状 



32 

 資料2 予算規模(他都市比較) 

大阪市の平成24年度の予算は、一般会計、全会計とも政令市の中で最も大きい規模 

38,335

14,428

8,542 7,457 7,534

12,347

32,905

4,248 6,702 5,647 5,357

25,938

17,131

6,421

18,000

5,069

11,564 11,801

18,417

5,561

11,742

39,647

16,652

8,522

3,961 4,309 3,658
5,956

14,097

2,483
3,573 2,786 2,692

10,288

7,381

3,510

7,344

2,553
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7,662

2,759
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大
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億円
平成24年度 予算総額

全会計 一般会計



 資料3 市税(他都市比較) 
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市税総額は6,066億円で、政令市の中で2番目の規模 

大阪市の個人市民税の市税総額に占める割合は、政令市の中で最も低く、 
法人市民税の市税総額に占める割合は最も高い 

6,066

2,688

1,584
2,150

1,708

2,794

6,961

1,065 1,162 1,212 1,186

4,718

2,388

1,288

2,650

1,076
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934
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市税総額(平成24年度予算)

2 1  
3 5  3 3  4 1  3 8  4 0  4 1  4 1  3 4  3 3  3 5  3 2  3 2  3 3  3 4  3 4  3 5  2 9  3 1  3 6  

18 
9 13 10 10 6 8 5 10 9 9 12 10 7 10 11 11 9 14 10 

52 
47 46 43 45 48 45 47 47 51 48 49 50 52 49 46 46 

51 48 45 

9 
9 

8 6 7 6 6 7 9 7 8 7 8 8 7 9 8 
11 7 9 
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市税税目別構成比＇平成24年度予算（

個人市民税 法人市民税 固定資産税・都市計画税 その他の税



 資料4 歳出構造の推移 

 人件費や経常的施策経費等の抑制を図っているものの、 
生活保護費などの扶助費や公債費といった義務的経費が高い伸びを示している 

5,760 4,876 4,519 4,195 3,575 3,517 3,130 4,007 3,520 3,303 投資的経費

2,869億円

8,130 
8,585 8,778 8,677 

8,416 8,490 8,501 
8,866 9,370 9,789 義務的経費

9,621億円

4,195 4,083 4,170 4,098 
4,026 3,919 4,162 

4,091 3,887 3,825 4,026

18,085 17,544 17,467 16,970 
16,017 15,926 15,793 

16,964 16,777 16,917 16,017

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24予

億円

年度

歳出の性質別経費の推移(一般会計)

投資的経費 義務的経費 投資的・義務的経費以外
※H24予は当初＋７月補正 
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 資料5 義務的経費の推移 

3,224 3,144 3,013 2,853 2,682 2,648 2,455 2,336 2,295 2,305 2,197

3,091 3,404 3,595 3,688 3,741 3,847 3,952 4,350
4,877 5,031 5,066

1,815
2,037 2,170 2,136 1,993 1,995 2,094

2,180

2,198
2,453 2,358

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24予

億円

人件費 扶助費 公債費

 義務的経費の内訳では、扶助費の割合が年々高くなっている 

 一方で、人件費は抑制を図っており、減尐を続けている 

※H24予は当初＋７月補正 

年度 
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 資料6 市債残高(他都市比較) 

49 ,993

18,903
13,278

6,843
11,454

3,422

15,021

44,836

8,793 6,229 5,262

32,443

22,831

6,641

22,609
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5,019
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27 ,450
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2,203
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 資料7 健全化判断比率（実質公債費比率） 

 実質公債費比率は、公債費の財政負担の度合いを測る指標であり、１８％以上の団体は、 
起債に許可が必要 

 大阪市は、２３年度決算において１０．０％と早期健全化基準を大きく下回っており、 
政令市で５番目に低い数値となっている 

10.0%
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10.9%

16.3%

10.8%
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12.1%

14.8%
16.0%

11.4%

15.7%

11.8% 11.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

大
阪
市

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

相
模
原
市

川
崎
市

横
浜
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

堺
市

神
戸
市

岡
山
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

熊
本
市

政
令
市
平
均

実質公債費比率(平成23年度)
25%以上 

早期健全化基準 

18%以上 

起債に要許可 
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届出で起債可 
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 資料8 健全化判断比率（将来負担比率) 

199.9%
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43.1%
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52.8%

152.6%

87.8%

239.9%

166.9%
202.9%

125.3%
142.5%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

400%

大
阪
市

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

相
模
原
市

川
崎
市

横
浜
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

堺
市

神
戸
市

岡
山
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

熊
本
市

政
令
市
平
均

将来負担比率(平成23年度)

 将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合 

 大阪市は199.9％と早期健全化基準を大きく下回っており、前年度比20.7ポイント改善 

 比率が相対的に高い要因は起債残高が多いためであるが、 

都市インフラの整備を進めたことによる保有資産が大きいことを示している 

400%以上 

早期健全化基準 
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 資料9 経常収支比率(他都市比較) 

扶助費の割合が高く、経常収支比率が高い要因となっている 
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 資料10 普通会計決算の推移(歳入) 

1,066 1,036 867 879 974 1,019 1,079 774 734 709 681 675

6,865
6,655 6,350 6,130 6,185 6,286 6,526 6,785 6,708 6,236 6,260 6,361

767 799
844 805 728 607 472 105 169

380 480 542

2,478 2,548
2,503 2,636 2,737 2,736 2,527

2,574 2,583 3,450 3,334 3,444

2,060 1,830
1,694

1,332 1,212 1,172 903
680 649

502 336
713

386 495
817

1,097 966 698 519 731 802
1,041

1,138
928

5,075 5,258
4,831

4,348 4,237 4,146
3,880 4,125 3,907

4,398 4,197 3,849

0
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年度

その他

市債＇特別債（

市債＇一般債（

国庫支出金

地方交付税

地方税

譲与税・交付金

普通会計・歳入 

15,905 
16,664 17,039 17,227 17,907 

18,621 18,696 

15,773 

普通会計とは･･･ 

 総務省の地方財政決算統計上における会計区分です。 

 公営事業会計以外のすべての会計を普通会計とし、地方公共団体相互間の比較や時系列比較が可能となるようにされています。 

15,551 
16,716 16,426 16,512 



 退職金を除く人件費は減としたものの、扶助費や公債費の増により義務的経費は増加 
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 資料11 普通会計決算の推移(歳出) 

3,436 3,421 3,286 3,242 3,121 2,958 2,785 2,756 2,565 2,439 2,395 2,415 

2,554 2,754 2,963 3,278 3,467 3,563 3,631 3,746 3,849 4,263 4,812 4,968 

1,992 2,100 2,338 2,188 2,176 2,104 2,075 2,074 2,138 2,215 
2,222 2,372 

3,902 3,573 2,879 2,197 1,850 1,668 1,505 1,621 1,242 1,258 954 901 

6,725 6,729 
6,413 

6,294 6,405 6,354 
5,879 5,536 5,735 

6,523 6,029 5,843 
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その他

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

普通会計・歳出 

15,876 
16,665 17,020 17,200 17,880 

18,577 18,609 

16,698 
15,733 15,529 16,412 16,499 



(百万円)

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

歳入総額 1,577,285 1,555,121 1,671,647 1,642,643 1,651,156

歳出総額 1,573,282 1,552,859 1,669,763 1,641,235 1,649,897

歳入歳出差引 4,003 2,262 1,884 1,408 1,259

実質収支 434 449 389 408 453

単年度収支 68 15 ▲ 60 19 45

実質単年度収支 68 15 ▲ 59 19 45

標準財政規模 717,085 742,722 725,933 742,190 751,596

財政力指数 0.93% 0.96% 0.96% 0.94% 0.91%

実質収支比率 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%

経常収支比率 99.9% 99.2% 100.2% 99.4% 99.5%

債務負担行為
(翌年度以降支出予定額)

146,545 127,739 109,067 76,901 76,386

 資料12 普通会計決算及び財政指標等 
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 資料13 公営企業会計決算(平成23年度) 

 公営・準公営企業における経営収支は、早くから都市施設の整備を進めてきたことから、 

   地下鉄事業や上水道事業、下水道事業など黒字を計上し、堅調な経営状況 

(億円)

総 収 益 総 費 用 純 損 益
▲ 不 良 債 務
・ 資 金 剰 余

地 方 債 現 在 高

74 80 ▲6 ▲66 735

143 185 ▲42 19 1,628

724 702 22 171 5,350

189 223 ▲34 ▲9 156

1,581 1,414 167 182 5,976

690 613 77 277 2,294

17 14 3 43 19

438 401 37 37 504

会 計 名

下 水 道 事 業 会 計

自 動 車 運 送 事 業 会 計

港 営 事 業 会 計

準

公

営

企

業

会

計

公

営

企

業

会

計

水 道 事 業 会 計

高 速 鉄 道 事 業 会 計

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

市 民 病 院 事 業 会 計
監理団体 （業務委託、職員派遣など関与

平成23年度決算 
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 資料14 地方公社の経営状況 
     (平成22・23年度)  

22年度 23年度 22年度 23年度

出資団体数 1 1 1 1

総額 3,449 3,449 40 40

本市出資額 3,449 3,449 40 40

その他団体出資額 - - - -

流動資産 1,542 1,445 11,296 9,552

固定資産 51,308 51,116 85,195 80,087

繰延資産 - - - -

資産　合計 52,850 52,561 96,491 89,639

流動負債 3,969 3,578 2,648 2,874

固定負債 35,221 33,836 90,381 82,946

特別法上の引当金等 5,818 6,333 - -

負債　合計 45,008 43,747 93,029 85,820

資本金 3,449 3,449 40 40

剰余金 4,393 5,365 3,422 3,779

法定準備金 - - - -

資本　合計 7,842 8,814 3,462 3,819

負債・資本　合計 52,850 52,561 96,491 89,639

営業収益 (a) 3,122 2,936 17,496 18,101

営業費用 (b) 1,815 1,569 17,217 17,834

一般管理費 (c) 63 61 203 193

営業利益 (d=a-b-c) 1,244 1,306 76 74

営業外収益 (e) 440 396 67 61

営業外費用 (f) 755 714 121 120

経常利益 (g=d+e-f) 929 988 22 15

特別利益 (h) - - 674 1,186

特別損失 (i) 3 16 640 843
特定準備金計上前利益 (j=g+h-i) 926 972 56 358
特定準備金取崩 (k) - - - 115
特定準備金繰入 (l) - - - -

法人税等 (m) - - - -

当期利益  (n=g+h-i-m) 926 972 - -
住宅供給公社については

(n=j+k-l-m) 56 473

損
益
計
算
書

資
産

負
債

資
本

経
常
損
益

特
別
損
失

出資
金額

出
資
状
況

貸
借
対
照
表

道路公社 住宅供給公社

＇注（表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある 
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 資料15 連結対象団体の決算状況 
     (平成23年度) 

［財団法人］ (単位：％、千円(千円未満切捨)） ［社会福祉法人］ (単位：％、千円(千円未満切捨)）

出 捐 等 当期利益 ※2 累積剰余 ※3 出 捐 等 当期利益 ※2 累積剰余 ※3

比率 ※1 （▲当期損失) (▲累積欠損) 比率 ※1 （▲当期損失) (▲累積欠損)

(公財)大阪国際交流センター 100.0 200,000 ▲ 20,193 823,433 (社福)大阪社会医療センター 100.0 1,000 15,855 49,673

(財)大阪市女性協会 100.0 200,000 31,131 108,331

(財)大阪市都市工学情報センター 100.0 100,000 ▲ 29,846 133,555 ［株式会社］ (単位：％、千円(千円未満切捨)）

(財)大阪市環境保健協会 100.0 5,000 ▲ 56,781 88,775 出 捐 等 当期利益 ※2 累積剰余 ※3

(公財)大阪市救急医療事業団 100.0 5,000 0 0 比率 ※1 （▲当期損失) (▲累積欠損)

(財)大阪市スポーツ・みどり振興協会 100.0 303,000 ▲ 52,069 656,440 (株)湊町開発センター 99.9 100,000 213,646 2,484,671

(公財)大阪市博物館協会 75.0 40,000 ▲ 74,682 842,172 (株)大阪城ホール 100.0 90,000 94,736 4,508,220

(公財)大阪科学振興協会 50.0 500,000 28,111 2,682,277 アジア太平洋トレードセンター(株) 99.9 100,000 1,850,700 ▲ 22,668,532

(財)大阪国際経済振興センター 61.7 162,000 27,339 140,380 (株)大阪市開発公社 67.0 100,000 214,263 8,908,917

(財)大阪市環境事業協会 100.0 20,000 ▲ 17,585 957,673 大阪市街地開発(株) 44.6 800,000 422,469 1,237,010

(財)大阪市建築技術協会 100.0 20,000 6,136 114,147 大阪地下街(株) 53.7 80,000 117,424 5,491,914

(財)都市技術センター 100.0 20,000 23,534 598,866 クリスタ長堀(株) 99.9 100,000 285,421 ▲ 13,351,141

(財)大阪市消防振興協会 100.0 100,000 8,975 89,079 大阪港埠頭(株) 99.9 16,035,000 ▲ 52,180 14,495,865

(財)大阪市教育振興公社 100.0 215,000 ▲ 79,334 648,500 大阪港埠頭ターミナル(株) 54.2 490,000 184,824 932,602

(財)大阪国際平和センター 50.0 200,000 ▲ 67,098 2,234,930 大阪港木材倉庫(株) 50.7 20,000 64,003 1,841,110

(株)大阪港トランスポートシステム 69.6 5,000,000 365,023 4,051,707

［特別法による法人］ (単位：％、千円(千円未満切捨)） 交通サービス(株) 100.0 95,000 22,052 592,440

出 捐 等 当期利益 ※2 累積剰余 ※3 大阪運輸振興(株) 100.0 10,000 29,650 537,357

比率 ※1 （▲当期損失) (▲累積欠損) (株)大阪メトロサービス 100.0 50,000 15,454 946,060

大阪市土地開発公社 100.0 20,000 ▲ 22,199 299,643 (株)大阪水道総合サービス 100.0 85,000 11,549 605,705

大阪市信用保証協会 31.9 13,647,707 2,923,353 0

大阪市住宅供給公社 100.0 40,000 472,802 3,779,547

大阪市道路公社 100.0 3,449,000 972,231 5,365,211

団　　　　　　体　　　　　　名 基本金等

団　　　　　　体　　　　　　名 基本金等

団　　　　　　体　　　　　　名 基本金等

団　　　　　　体　　　　　　名 基本金等

※ 1 出捐等比率 株式会社においては議決権比率である 

※ 2 当期利益   財団法人等：当期正味財産増減額 社会福祉法人：当期活動収支差額 株式会社：税引後当期純利益＇損失（ 

※ 3 累積剰余   財団法人等：正味財産合計－基本財産への充当額 社会福祉法人：純資産の部－基本金 

                       株式会社：純資産－資本金＇株式会社は企業会計原則に基づく剰余金を示す（ 



 資料16 貸借対照表（普通会計） 
     (平成22年度末) 
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 資料17 行政コスト計算書（普通会計）     
     (平成22年度) 
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 資料18 大阪市債の発行実績 
     (平成23年度) 

【5年債】

銘柄 発行額 表面利率 発行価格 応募者 条件決定日 発行日 償還日

大阪市平成23年度第1回公募公債＇5年（ 100億円 0.475% 100.00円 0.475% H23.5.13 H23.5.27 H28.5.27

大阪市平成23年度第3回公募公債＇5年（ 100億円 0.455% 100.00円 0.455% H23.7.6 H23.7.22 H28.7.22

大阪市平成23年度第5回公募公債＇5年（ 100億円 0.404% 100.00円 0.404% H23.9.2 H23.9.16 H28.9.16

大阪市平成23年度第7回公募公債＇5年（ 100億円 0.395% 100.00円 0.395% H23.11.2 H23.11.17 H28.11.17

大阪市平成23年度第9回公募公債＇5年（ 100億円 0.345% 100.00円 0.345% H24.1.13 H24.1.27 H29.1.27

【10年債】

銘柄 発行額 利率 発行価格 応募者 条件決定日 発行日 償還日

大阪市平成23年度第2回公募公債 200億円 1.169% 100.00円 1.169% H23.5.13 H23.5.27 H33.5.27

大阪市平成23年度第4回公募公債 200億円 1.178% 100.00円 1.178% H23.7.6 H23.7.22 H33.7.22

大阪市平成23年度第6回公募公債 200億円 1.071% 100.00円 1.071% H23.9.2 H23.9.16 H33.9.16

大阪市平成23年度第8回公募公債 200億円 1.015% 100.00円 1.015% H23.11.2 H23.11.17 H33.11.17

大阪市平成23年度第10回公募公債 200億円 0.956% 100.00円 0.956% H24.1.13 H24.1.27 H34.1.27

【15年債】

銘柄 発行額 利率 発行価格 応募者 条件決定日 発行日 償還日

大阪市第1回15年公募公債 100億円 1.753% 100.00円 1.753% H23.7.8 H23.7.19 H38.7.17

大阪市第2回15年公募公債 100億円 1.531% 100.00円 1.531% H24.2.10 H24.2.20 H39.2.19

【20年債】

銘柄 発行額 利率 発行価格 応募者 条件決定日 発行日 償還日

大阪市第16回20年公募公債 150億円 2.049% 100.00円 2.049% H23.5.17 H23.5.26 H43.5.26
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（資料のお問合せ） 
  大阪市財政局財務部財源課 
   TEL：06-6208-7731～2、7721 
   FAX：06-6202-6951 
   E-mail：da0005＠city.osaka.lg.jp 
 
（大阪市ホームページ） 
  http://www.city.osaka.lg.jp/ 
 
（財政状況・市債について） 
  大阪市財政局ホームページ

http://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/index.html 


